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１．はじめに

　安倍政権下では一億総活躍社会の実現を目指している。しかし、現在日

本は人口減少社会となっている。労働の担い手の不足が国の持続的成長を

妨げる一因であると政府は考えた。そこで、専業主婦あるいは収入の少な

い女性のいる専業主婦世帯に目を向け、女性の労働力を活かすためにもっ

と働ける環境をつくることを提案した。一方で専業主婦あるいは収入の少

ない女性は、配偶者控除が適応される範囲で就労時間の調節を行ってお

り、配偶者控除の存在が専業主婦世帯の優遇をすることで女性の社会進出

を妨げているとし、配偶者控除を廃止するべきだという議論が交わされて

きた。しかし、最終的には公明党の反対から配偶者控除の廃止は見送ら

れ、配偶者控除が適応される限度額を引き上げる措置が2018年から実施さ

れることになった。

　本稿の目的は、実施が見送られることになった配偶者控除の廃止の方針

が本当に正しいものであったかを検証するところにある。

　本稿の具体的な構成は、以下の通りである。２節では、配偶者控除の廃

止論が生じた原因である世帯類型の現状についてみていく。３節では、配

偶者控除廃止論の３つの主張について紹介し、それぞれの主張について妥

当なものかどうかを企業アンケート、モデルケースでの税負担の計測、統

計データを利用した世帯類型による消費性向の違いの計測を通じて検証す

る。４節では、配偶者控除廃止に代わる代替案を、モデルケースでの税負

担の計測を通じて検討する。５節では、結婚に対する中立性の観点から代

替案の評価を行う。６節では、本稿で得られた分析結果にもとづき、政策

提言をおこなう。
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２．世帯類型の現状

　現在、配偶者控除の見直しに関する議論が何度も行われている。その背

景には、専業主婦世帯数と共働き世帯数の逆転が関係している。

　図１は、1980年から2015年の専業主婦世帯数と共働き世帯数の推移を

示したグラフである。1980年では、専業主婦世帯数が共働き世帯数を大き

く上回っていたが、年々専業主婦世帯数は減少、共働き世帯数は増加し、

1990年代になるとどちらもほぼ同じ数値を示している。そして、1997年

以降は今までの関係が逆転し、2015年では共働き世帯数が専業主婦世帯数

を大きく上回っている。

　このグラフを見ても分かるように、1990年以前は専業主婦世帯数が共働

き世帯数を上回っていた。このような背景から、1961年に専業主婦世帯を

優遇する配偶者控除制度が作られたと考えられる。

図１　専業主婦世帯数と共働き世帯数の推移（1980～2015年）
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3－1．論拠 1：「103 万円の壁」 

                                                  
1) 澁谷・若山(2001)が指摘している。 
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３．配偶者控除の廃止論

　配偶者控除とは、所得の少ない配偶者がいる場合に支払う所得税を減ら

す制度である。これは、最低生計費には課税しないという本質を持つ人的

控除の一つである１。人的控除は、納税者本人や配偶者、扶養者などとい

った、人に関する控除の総称である。現在、その配偶者控除の見直し、ま

た廃止に関する議論が何度も行われている。

３－１．論拠１：「103万円の壁」

　配偶者控除の廃止論は三つ存在する。廃止論の一つ目は、「103万円の

壁」が女性の社会進出を妨げているため、専業主婦世帯を優遇する配偶者

控除を廃止すべきだという考え方である。

　これは、妻が専業主婦または収入が少ない場合、夫の所得税の計算の際

に配偶者控除が適用される妻の年収要件である年収103万円を超えないよ

うに働き方を調整しているのではないかというものだ。つまり、パート主

婦が配偶者控除の適用される年収103万円以下になるように労働時間を調

整するため、配偶者控除の存在は女性の社会進出を妨げていると言われて

いる。

　しかし、実は配偶者控除による税制上の「103万円の壁」という認識は

間違っている。ここで、まず配偶者控除制度の変遷について説明する。配

偶者控除は1961年に作られた。これは、家庭を守る女性の「内助の功」を

評価するという目的があった２。「内助の功」とは、夫の活躍を支える妻の

働きのことである。この制度の下では、妻の年収が103万円から104万円に

１万円増えると同時に、夫に認められる配偶者控除38万円が全額削減され

ていた。つまり配偶者控除38万円に限界税率10％をかけた3.8万円分の税

額増となる。このように、年収が１万円増えたにも関わらず3.8万円の税
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額が増えるため、世帯全体での手取り収入が2.8万円減少するという手取

りの逆転現象が生じていた。この手取り収入の減少を防ぐためにパート主

婦が労働時間を調整していたことによって、確かにこの時は税制上の壁が

存在していた。

　しかし、1987年に「シャウプ勧告」以来の抜本的税制改革で、配偶者特

別控除が導入され、この消失控除制度によって税制上の壁は解消された。

よって、税制上の「103万円の壁」は誤解である３。

　消失控除制度というのは、夫に認められる配偶者特別控除を少しずつ削

減するという制度である。この制度の下では、例えば妻の年収が100万円

から105万円に５万円増加した時、いきなり控除額がゼロになるのではな

く、夫に認められる配偶者特別控除が５万円だけ減少、つまり段階的に減

少する。よって以前は妻の年収が100万円から105万円に増加すると、年収

要件である103万円を超えることになり配偶者控除が全額削減されていた

が、この消失控除制度によって夫と妻を合わせた世帯全体での収入が以前

よりも確実に増加していく仕組みとなっている４。

　しかしこの消失控除制度が導入された後も、実際には「103万円の壁」

が存在している。
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図２　有配偶の女性の年間雇用所得の分布
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　ではなぜ年収103万円以下になるように労働時間を調整している人が多

いのかというと、企業の給与体系が生活給であることが多い日本では、会

社から従業員に支払われる給与の中に含まれる配偶者手当の支給基準を、

配偶者の課税最低限である103万円以下と定めている企業が多いからだと

考えられる。

　ここで、どの程度の企業が配偶者控除の税制と連動して配偶者手当の支

給基準を決めているか調べるために、関西大学KICSSに掲載されている

企業を対象に2017年６月から10月の間でアンケートを実施した５。480社

を対象とし、企業規模は従業員数別（①3000人以上（巨大企業）、②500

人以上2999人以下（大企業）、③100人以上499人以下（中企業）、④99人

以下（小企業））とした。巨大企業では150社中18社の回答があり有効回答

率は12%、大企業では80社中14社の回答があり有効回答率は17.5%、中企

業では80社中12社の回答があり有効回答率は15%、小企業では170社中30

社の回答があり有効回答率は17.6%だった。そして全体では、480社中74

社の回答があり、有効回答率は約15%となっている。アンケート項目は以

下の通りである。

設問１　貴社の給与手当に配偶者手当は含まれていますか？

設問２　�設問１で「はい」と答えていただいた企業様へご質問させていた

だきます。

　　　　配偶者手当を支給する際の妻の年収基準は何万円でしょうか？

設問３　�設問２で（１）に答えていただいた企業様へご質問させていただ

きます。

　　　　�今後、配偶者控除の限度額が103万円から150万円に引き上げられ

た場合妻の年収基準も引き上げますか？

設問４　�設問２で（２）と答えていただいた企業様へご質問させていただ

きます。
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　　　　�貴社は配偶者手当の支給基準をどのように決めていますか？（自

由記述）

設問５　�設問３で（２）と答えていただいた企業様へご質問させていただ

きます。

　　　　�引き上げない場合、今後配偶者手当のあり方はどのようになさる

ご予定ですか？

アンケート結果は以下の通りである。

設問１ 含まれている 含まれていない
巨大企業 15社 ３社
大企業 10社 ４社
中企業 ９社 ３社
小企業 20社 10社
全体の比率 72.9% 27.1%

設問２ 103万円 103万円とは別
巨大企業 11社 ４社
大企業 ９社 ５社
中企業 ９社 ３社
小企業 11社 ９社
全体の比率 70% 30%

設問３ 引き上げる その他
巨大企業 ３社 ７社
大企業 ４社 ５社
中企業 ５社 ４社
小企業 ６社 ５社
全体の比率 46.2% 53.8%
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　また、「政府の具体的な方針が出来次第、決定する」や「手当全般の見

直しの中で、子供扶養に重点化を進めている」といった回答も得られた。

　そして設問４の自由記述では、「定まったものはない」や「130万円を基

準にしている」という回答が得られた。

　設問５では、設問３で「手当全般の見直しの中で、子供扶養に重点化を

進めている」という回答があった企業のみ、配偶者手当を廃止するという

回答が得られた。

　これらのアンケート結果から、「103万円の壁」の主な原因は配偶者手当

（生活給）であることが分かった。よって、配偶者控除が「103万円の壁」

の原因になっていることから配偶者控除は廃止するべきだという一つ目の

廃止論は間違っていると言える。

３－２．論拠２：帰属所得の発生

　廃止論二つ目は、専業主婦世帯には家事労働によって生まれる利益であ

る「帰属所得」が発生し、専業主婦世帯の税を負担する力、「担税力」が

高くなり経済力が高くなるため、専業主婦世帯を優遇する配偶者控除を廃

止すべきだという考えである。帰属所得は、専業主婦世帯の場合、掃除や

洗濯などの家事を自分たちですることが出来るため家政婦を雇わないで済

むことになり、その分コストが節約できるという意味で経済的利益が発生

するという考えである。

　大田（1997）は、「専業主婦の帰属所得を課税対象にする為にも、配偶

者控除、配偶者特別控除は廃止すべきであり、改革の具体案として、共働

き世帯に対して家事サービス等の経費控除を認める政策をすべき」６と、

配偶者控除廃止を支持している。またオルドマン＝テンプルの法則におい

ても、帰属所得が発生するため専業主婦世帯の方が税負担を大きくすべき

だと考えられている７。

　帰属所得の計算方法は、機会費用法（OC法）と代替費用法がある。機
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会費用法は、無償労働を行うために市場に労働を提供しないことによって

失った賃金で評価する方法である。年間無償労働時間2199時間で、年間

304万円相当の労働となる８。この機会費用法のデメリットは、無償労働

の内容が同じでも、誰が無償労働を行ったかによって、犠牲になる賃金

（機会費用）が異なるため評価が変わってしまうことである。代替費用法

は、無償労働によって生産しているサービスと類似のサービスを市場で供

給している者の賃金で評価する方法である。例えば、家政婦を雇ったと仮

定する方法などがある。この代替費用法のデメリットとしては、類似のサ

ービスを市場で提供している者との生産性や質の違いがみられることであ

る９。

　ここで、専業主婦世帯の帰属所得を推計したうえで、世帯類型間の税負

担の差を比較する10。例えば年収600万円で、夫の年収600万円、妻が専業

主婦、帰属所得304万円の専業主婦世帯、夫と妻の年収がそれぞれ300万円

の共働き世帯のケースを考える。共働き世帯では、夫と妻の年収が同じと

する。帰属所得は、単純化のために共働き世帯ではゼロとし、どちらの世

帯も子ども無しとする。また、復興特別所得税も単純化のため無視するも

のとする。
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表１　平成27年以降の所得税の税率表
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　表１の税率表と図３の所得税額の求め方に従い、まずは帰属所得を含め

ずに配偶者控除廃止前と廃止後の税負担の差を比較すると、

専業主婦世帯　給与所得：600万円－174万円=426万円

　　　　　　　課税所得：426万円－（38万円＋90万円＋38万円）=260万円11

　　　　　　　所得税額：�195万円×５％＋（260万円－195万円）×10％�

=16.25万円

　　　　　　　所得税負担率：16.25万円÷600万円=2.7％

共働き世帯　　給与所得：300万円－108万円=192万円

　　　　　　　課税所得：192万円－（38万円+45万円）=109万円

　　　　　　　所得税額：109万円×５％×２人分12=10.9万円

　　　　　　　所得税負担率：10.9万円÷600万円=1.8％

となる。

　廃止前では専業主婦世帯と共働き世帯で所得税の差は約5.35万円、負担

率では1.5倍の差が生じている。世帯の総収入では同額稼いでいるにも関

わらず税額に差が生じているのは、累進課税が採用されており多く稼ぐほ

どより多くの税を納めなければならないからである。そのため、同じ総収

入でも夫が多く稼いでいる専業主婦世帯の方の税負担率が大きくなってし

まう。次に配偶者控除廃止後の所得税を先ほどと同様に求めてみると、

専業主婦世帯　所得税額：20.5万円

　　　　　　　所得税負担率：3.4％

共働き世帯　　所得税額：10.9万円

　　　　　　　所得税負担率：1.8％

となる。配偶者控除を廃止したことにより、専業主婦世帯においては廃止

前に適用されていた38万円の控除が適用されなくなったため、所得税は

16.25万円から20.5万円に変化し、実質増税と言える。共働き世帯において

は廃止前と後では所得税に変化はない。これにより、配偶者控除廃止後で

は、専業主婦世帯と共働き世帯で所得税の差は約9.6万円、負担率での差
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は1.8倍となり、差が拡大したことがわかる。

　次に、配偶者控除廃止前かつ帰属所得を考慮した場合では、

専業主婦世帯　給与所得：600－174=426万円

　　　　　　　課税所得：426－（38+90+38）=260万円

　　　　　　　所得税額：195×５%+（260－195）×10%=16.25万円

　　　　　　　所得税負担率：16.25÷（600+304）=1.8％13

共働き世帯　　給与所得：300－108=192万円

　　　　　　　課税所得：192－（38+45）=109万円

　　　　　　　所得税額：109×５%×２=5.45万円

　　　　　　　所得税負担率：5.45×２人分÷600=1.8％

となる。このとき、税負担は専業主婦世帯も共働き世帯も同じになる。

　次に、配偶者控除廃止後で帰属所得を考慮した場合は、

専業主婦世帯　給与所得：600－174=426万円

　　　　　　　課税所得：426－（38+90）=298万円

　　　　　　　所得税額：195×５%+（298－195）×10%=22.75万円

　　　　　　　所得税負担率：22.75÷（600+304）=2.5％14

共働き世帯　　給与所得：300－108=192万円

　　　　　　　課税所得：192－（38+45）=109万円

　　　　　　　所得税額：109×５%×２=5.45万円

　　　　　　　所得税負担率：5.45×２人分÷600=1.8％

となる。このとき、税負担の差は1.4倍となる。

　よって年収600万円の世帯の場合をまとめると、配偶者控除廃止前は専

業主婦世帯2.7％、共働き世帯1.8％となり、専業主婦世帯の方が税負担率

は大きい。配偶者控除廃止前で帰属所得を考慮した時は専業主婦世帯1.8

％、共働き世帯1.8％で、税負担率はほぼ同じになる。そして配偶者控除

廃止後で帰属所得を考慮した時は専業主婦世帯2.5％、共働き世帯1.8％と

なり、再び専業主婦世帯の方が大きくなる。
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　したがって、年収600万円の世帯のケースを考えると、帰属所得を考慮

した上で配偶者控除が適用されている場合は税負担率が等しくなるが、配

偶者控除を廃止すると税負担率に差が生じるため、配偶者控除の廃止は不

適切だということが分かる。

　次に年収600万円以外の300万円、400万円、500万円、800万円、1000万

円、1250万円、1500万円の世帯でも、同じ方法を用いて計算した。表２

は専業主婦世帯、表３は共働き世帯の税負担率を示している。

表２　専業主婦世帯の税負担率

11 
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　表２と表３より、それぞれの世帯の配偶者控除廃止前と廃止後、帰属所

得を含めない場合と含めた場合の税負担率を簡単にまとめると、

年収300万円世帯

廃止前（帰属所得なし）　専業主婦世帯：1.2%� ＞� 共働き世帯：0.75%　差：0.45
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廃止前（帰属所得あり）　専業主婦世帯：0.59%� ＜� 共働き世帯：0.75%　差：0.16

廃止後（帰属所得あり）　専業主婦世帯：0.9%� ＞� 共働き世帯：0.75%　差：0.15

年収400万円世帯

廃止前（帰属所得なし）　専業主婦世帯：1.6%� ＞� 共働き世帯：1.34%　差：0.26

廃止前（帰属所得あり）　専業主婦世帯：0.92%� ＜� 共働き世帯：1.34%　差：0.42

廃止後（帰属所得あり）　専業主婦世帯：1.2%�� ＜� 共働き世帯：1.34%　差：0.14

年収500万円世帯

廃止前（帰属所得なし）　専業主婦世帯：1.95%� ＞� 共働き世帯：1.63%　差：0.32

廃止前（帰属所得あり）　専業主婦世帯：1.21%� ＜� 共働き世帯：1.63%　差：0.42

廃止後（帰属所得あり）　専業主婦世帯：1.69%� ＞� 共働き世帯：1.63%　差：0.06

年収600万円世帯

廃止前（帰属所得なし）　専業主婦世帯：2.7%� ＞� 共働き世帯：1.8%　�差：0.9

廃止前（帰属所得あり）　専業主婦世帯：1.8%� ＝� 共働き世帯：1.8%�　差：０

廃止後（帰属所得あり）　専業主婦世帯：2.51%� ＞� 共働き世帯：1.8%�　差：0.7

年収800万円世帯

廃止前（帰属所得なし）　専業主婦世帯：4.76%� ＞� 共働き世帯：2.1%�　差：2.66

廃止前（帰属所得あり）　専業主婦世帯：3.44%� ＞� 共働き世帯：2.1%�　差：1.34

廃止後（帰属所得あり）　専業主婦世帯：4.13%� ＞� 共働き世帯：2.1%�　差：2.03

年収1000万円世帯

廃止前（帰属所得なし）　専業主婦世帯：7.05%� ＞� 共働き世帯：2.71%　差：4.34

廃止前（帰属所得あり）　専業主婦世帯：5.4%� ＞� 共働き世帯：2.71%　差：2.69

廃止後（帰属所得あり）　専業主婦世帯：6.0%� ＞� 共働き世帯：2.71%　差：3.29

年収1250万円世帯

廃止前（帰属所得なし）　専業主婦世帯：9.6%� ＞� 共働き世帯：3.47%　差：6.13

廃止前（帰属所得あり）　専業主婦世帯：7.72%� ＞� 共働き世帯：3.47%　差：4.25

廃止後（帰属所得あり）　専業主婦世帯：8.29%� ＞� 共働き世帯：3.47%　差：4.82

年収1500万円世帯
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廃止前（帰属所得なし）　専業主婦世帯：12.66%�＞� 共働き世帯：5.1%　差：7.56

廃止前（帰属所得あり）　専業主婦世帯：10.52%�＞� 共働き世帯：5.1%　差：5.42

廃止後（帰属所得あり）　専業主婦世帯：11.22%�＞� 共働き世帯：5.1%　差：6.12

となる。これより、差が一番小さい場合が最も望ましい状態だと考えられ

るので、帰属所得を踏まえて考えると、年収300万円から年収500万円の世

帯では配偶者控除を廃止した方が良い。そして、年収600万円から年収

1500万円の世帯では配偶者控除を廃止しない方が良いという結果になっ

た。

３－３．論拠３：世帯類型間の消費支出の格差

　廃止論三つ目は、専業主婦世帯の方が共働き世帯と比べて、外食費や保

育費などの費用がかからないため、専業主婦世帯は共働き世帯よりも担税

力が高くなり、経済力が高くなる、つまり、より恵まれている。そのため

に、専業主婦世帯を優遇する配偶者控除を廃止すべきだという考えである。

　ここで、本当に共働き世帯の方が専業主婦世帯よりも生活費が余分にか

かっているのかを調べるため、『家計調査年報』（総務省）15によって専業

主婦世帯と共働き世帯の消費性向を比較した。消費性向とは、所得のうち

どれだけを消費にあてるかを示す割合のことである。ここでは廃止論二つ

目と同じように、まず年収600万円の世帯について検証した。すると、次

のような結果となった。

年収600万円世帯の年間消費支出（2015年度）

専業主婦世帯　　約409.8万円

共働き世帯　　　約314.2万円

年収600万円世帯の消費性向（2015年度）

専業主婦世帯　　409.8÷600×100%＝63.8%

共働き世帯　　　314.2÷600×100%＝52.4%

　つまり、消費性向を比較すると、専業主婦世帯の方が共働き世帯よりも
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高く、所得に占める消費支出がより高いという結果が出た。また、2014年

度と2013年度も同じように消費性向を計算した。

年収600万円世帯の消費性向（2014年度）

専業主婦世帯　　67.4%

共働き世帯　　　55.1%

年収600万円世帯の消費性向（2013年度）

専業主婦世帯　　68.6%

共働き世帯　　　53.5%

　このように、2013年から2015年にかけて、各年とも専業主婦世帯の方

が消費性向が高いという結果になった。

　次に、全世帯での消費支出の差を考える。図４は、共働き世帯と専業主

婦世帯の収入に占める消費支出の割合を示している。
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　このグラフを見ても分かるように、専業主婦世帯と共働き世帯の消費支

出の割合に大きな差は見られない。消費支出の割合がほぼ同じ世帯もある

が、さきほど求めた年収600万円の場合と同じように、専業主婦世帯の方

が消費支出の割合が大きい世帯もある。これによって、廃止論三つ目の

「共働き世帯の方の生活費が、専業主婦世帯よりも多くかかっている」と

いう主張は間違っていることになる。

　また表４と表５は、専業主婦世帯と共働き世帯の所得階級別で見る消費

支出内訳を示した表である。

表４　専業主婦世帯の所得階級別で見る消費支出の内訳
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と予想される食料の項目に注目する。食料の消費支出を比較すると、年収

300~400万円、500~600万円、600~800万円、800~1000万円、1000~1250

万円、1250~1500万円の世帯で、共働き世帯よりも専業主婦世帯の方が収

入に占める食料費の割合が多いことがわかった。このことからも、収入に

占める消費支出の割合は、共働き世帯の方が大きいとはいえないことが分

かった。よって消費支出の違いでは、現在の専業主婦世帯と共働き世帯の

税負担の格差は正当化できないことが分かった。

　以上の通り、三つの廃止論について検証してきたが、三つの論拠のいず

れについても否定的な結果が得られた。ここで、配偶者控除廃止に替わる

代替案の検討を行っていきたい。

４．配偶者控除廃止に替わる代替案の検討

４－１．平成29年度改正

　2018年１月（平成30年度）から配偶者の所得の上限が103万円以下から

150万円以下に引き上げられ、配偶者特別控除も141万円から200万円に引

き上げられる。

　配偶者の所得の上限が引き上げにより、大半のパート主婦世帯が減税を

受けられるようになる。しかし、これに伴い配偶者控除を受けられる世帯

主の年収が制限されたため、年収1220万円を越えると一切控除がうけられ

なくなる。

　ここで、実際に数値例を用いてパート主婦世帯の所得税額及び税負担率

を求めてみる。さきほどの廃止論の検証と合わせて、年収は600万円とす

る。『勤労統計調査』（平成28年）16によると、パートタイム労働の月間給

与額は97,636円で、年間では約120万円となる。これより夫の年収480万

円、妻の年収120万円の年収600万円パート主婦世帯について、配偶者控除

が適応される限度額の引き上げ前と後の税負担率を検証する17。まず、限
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度額が150万円に引き上げられる前、つまりまだ103万円の場合は、

夫（年収480万）：�4800000－1500000＝3300000－（380000+720000）＝

2200000×0.1－97500＝122500

夫の所得税額：12.25万円

妻（年収120万）：�1200000－650000＝550000－（380000+180000）＜０�

から所得税なし

限度額引き上げ前の税負担率：2.041%

となり、限度額103万円の場合は、パート主婦世帯の税負担率は2.041%で

ある。次に、限度額が103万円から150万円に引き上げられた後の所得税額

及び税負担率を求めると、

夫（年収480万）：�4800000－1500000＝3300000－（380000+720000�

+380000）＝1820000×0.05＝91000

夫の所得税額：9.1万円

妻（年収120万）：所得税なし

限度額引き上げ後の税負担率：1.517%

となり、限度額が150万円に引き上げられた後は、パート主婦世帯の税負

担率が1.517%である。これにより、税負担率は限度額が150万円に引き上

げられた後、0.7倍になり、大きく減税となっていることが分かった。

図５　納税者本人の受ける控除額
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出所：財務省

(http://www.mof.go.jp/tax_policy/publication/brochure/zeisei17_pdf/zeisei17.pdf)より

引用。 

図 5 納税者本人の受ける控除額 

 

 

 図 5 は、平成 30 年 1 月から導入される見直し案における納税者本人が受ける控除額

のイメージ図である。妻の年収要件を 103 万円から 150 万円に引き上げることでパート

主婦世帯の減税が拡大となる。また、配偶者特別控除も 141 万円から 201 万円に引き上

げられる。 

出所：�財務省（http://www.mof.go.jp/tax_policy/publication/brochure/zeisei17_pdf/zeisei17.pdf）
より引用。
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　図５は、平成30年１月から導入される見直し案における納税者本人が受

ける控除額のイメージ図である。妻の年収要件を103万円から150万円に引

き上げることでパート主婦世帯の減税が拡大となる。また、配偶者特別控

除も141万円から201万円に引き上げられる。

表６　納税者本人の所得制限
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出所：財務省

(http://www.mof.go.jp/tax_policy/publication/brochure/zeisei17_pdf/zeisei17.pdf)より

引用。 
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めに 3 段階の控除も設けられる。そして、高所得世帯が対象から除外されることになり、
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 4－2．夫婦控除 
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　政府税制調査会で、配偶者控除を廃止する代替案として有力視されてい

たのが夫婦控除である。夫婦控除とは、所得のいかんに関わらず夫婦なら

適用される控除制度である。配偶者が、配偶者控除のように就労調整し

103万円を気にせず働くことができるため、世帯収入の増加が見込まれる。
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　配偶者控除を廃止して夫婦控除を導入すると、専業主婦世帯では夫に基

礎控除と「夫婦控除」、共働き世帯では夫と妻に基礎控除と「夫婦控除」

が与えられる。単純化すると、配偶者控除の代わりに夫婦控除を導入した

ことで専業主婦世帯ではあまり変化がないが、共働き世帯では夫と妻の

「夫婦控除」が増えるので減税となる18。

　夫婦控除のメリットとしては、共働き世帯の減税につながること、女性

の社会進出促進が見込まれることが挙げられる。そしてデメリットとして

は、高所得世帯の負担が増加すること、専業主婦家庭にとっては増税にな

ることが挙げられる。

４－３．各案の比較：シミュレーション

　ここから４－１、４－２で述べたそれぞれの案について検証する。

　まずは平成29年度改正案のシミュレーションを行った。もともとパート

主婦世帯は、妻の基礎控除と、夫の配偶者控除あるいは配偶者特別控除の

二重控除を受けている。しかし、さきほど述べたように、限度額が150万

円に引き上げられることで、更に税負担は小さくなってしまう。一方、夫

の所得制限により、同じ年収でも高所得の専業主婦世帯が増税となり、税

負担が大きくなる。よって、共働き世帯の税負担が小さくなり、専業主婦

世帯の税負担が大きくなることで、配偶者控除廃止前かつ帰属所得を考慮

した場合に公平だった税負担は、専業主婦世帯の方が大きくなってしまい

世帯間の税負担が不公平になる。よって、世帯間の公平性の観点からいえ

ば、平成29年度改正案は望ましくないと考えられる。

　次に、夫婦控除のシミュレーションを行った。夫婦控除は前で述べたよ

うに、共働き世帯の減税につながる。つまり、共働き世帯の税負担が小さ

くなる。これによって、政府案と同じく、配偶者控除廃止前かつ帰属所得

を考慮した場合に公平だった税負担は、共働き世帯の税負担が小さくなる

ことで専業主婦世帯の税負担の方が大きくなってしまい世帯間の税負担が
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不公平になる。したがって夫婦控除も、世帯間の公平性の観点から望まし

くないと考えられる。

５．婚姻に対する中立性

　今まで三つの廃止論について検証してきたが、「就労に対する中立性」

と「世帯間の公平性」の観点しか分析できていない。ここで、「婚姻に対

する中立性」について検討していこうと思う。

　「婚姻に対する中立性」の観点から最も優れている課税単位は、個人単

位方式である。課税単位には大きく二つの方式19があり、一つ目が先程述

べた個人単位方式、二つ目が世帯単位方式である。個人単位方式は個人を

単位とするため、婚姻前と婚姻後に税額の変化は無い。一方、世帯単位方

式には二つあり、一つ目の合算分割方式（二分二乗制）は婚姻後に減税、

二つ目の合算非分割方式は婚姻後に増税となってしまい、婚姻前と婚姻後

で税額に変化が出る。よって、婚姻に対して中立的ではないと言える。

　日本は現在、原則として個人単位方式であり、人的控除により一部世帯

単位方式である。配偶者控除は人的控除で世帯単位と考えられるため、婚姻

に対する中立性の観点のみで考えれば、配偶者控除は廃止すべきである20。

　しかし少子化の問題を考えれば、晩婚化を改善するためにも結婚のメリ

ットを高めるべきである。つまり、婚姻前と婚姻後に税額の変化を無くす

という「婚姻に対する中立性」は優先する必要が無いと考えた。また澁

谷・若山（2001）は、「累進税率のもとにおいて公平性と中立性の同時実

現は不可能であるというのが一般的な見解である」21としている。また、

共働き世帯の税負担率が下がることは女性の社会進出に繋がるのではない

かと考えられるが、本論文においては租税の三原則22が最も重要だと考え

たため、ここでは「婚姻に対する中立性」や女性の社会進出よりも、租税

の三原則である「就労に対する中立性」や「世帯間の公平性」を優先して
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結論を導くこととする。

６．まとめ

　本論文では、配偶者控除の廃止論とそれに替わる代替案について検証を

行った。配偶者控除の廃止論には三つあり、一つ目が「103万円の壁」、二

つ目が帰属所得の発生、三つ目が世帯間の消費支出の格差であった。

　一つ目の「103万円の壁」に関しては、配偶者特別控除の消失控除制度

により税制上の壁は解消されていたため、税制によって103万円が女性の

社会進出を妨げている訳ではないことが分かった。しかし、新たに企業の

雇用政策、給与体系の問題が発生したことにより、「配偶者手当」が「103

万円の壁」の原因になっていると考え、企業にアンケート調査を実施し

た。その結果、予想通り配偶者手当が「103万円の壁」の主な原因となっ

ていたため、一つ目の廃止論は間違っていることが明らかになった。

　二つ目の廃止論では、実際に帰属所得の推計を行い、それを踏まえた上

で世帯間の税負担が配偶者控除廃止前と廃止後でどのように変化をするの

か検証した。年収600万円の世帯で比較してみると、配偶者控除廃止前か

つ帰属所得を考慮した場合における、専業主婦世帯と共働き世帯の税負担

は等しくなった。ここで、廃止後かつ帰属所得を考慮した場合を考える

と、税負担は専業主婦世帯の方が大きくなった。これにより、最も望まし

いのは、帰属所得を考慮した上で配偶者控除を廃止しない場合だという結

果が得られた。

　三つ目の廃止論では、本当に共働き世帯の方が専業主婦世帯と比べて、

生活費が多くかかっているのかを検証した。しかし実際は、どの世帯もほ

とんど変わらず、専業主婦世帯の方が消費支出の割合が高い世帯もあっ

た。これにより、共働き世帯の方が専業主婦世帯よりも生活費を多くかけ

るため、専業主婦世帯を優遇する配偶者控除を廃止すべきだという意見は
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間違っていることが分かった。

　以上のように、配偶者控除廃止論三つとも否定的な結果が出たため、次

はその廃止に替わる代替案について検討した。

　一つ目は、平成30年１月から配偶者控除の年収の限度額が103万円から

150万円に引き上げられるという平成29年度改正案である。この限度額引

き上げによってパート主婦世帯は減税の恩恵を受けることになるが、もと

もと二重控除を受けているので、更に税負担は小さくなり、配偶者控除廃

止前（帰属所得を考慮する場合）では公平だった税負担に格差が生まれて

しまう。そのため平成29年度改正案は望ましくないと分かった。

　二つ目の夫婦控除も平成29年度改正案と同様に、世帯間の税負担が不公

平になってしまうため望ましくないという結果になった。

　このことから、配偶者控除廃止に替わる代替案の平成29年度改正案と夫

婦控除はどちらも望ましくないと分かった。しかし、このままでは「就労

に対する中立性」と「世帯間の公平性」については結論が出たが、「婚姻

に対する中立性」に関して何も考慮していない。よって、「婚姻に対する

中立性」について検討した。婚姻前と婚姻後に税額の変化が無ければ婚姻

に対して中立的と言えるが、配偶者控除は婚姻に対して中立的ではない。

よって、「婚姻に対する中立性」の観点のみから考えれば、配偶者控除は

廃止すべきである。しかし、現在日本は少子化で、結婚のメリットを高め

るためには「婚姻に対する中立性」を優先する必要は無いと考えた。よっ

て、ここでは「就労に対する中立性」と「世帯間の公平性」の観点から結

論づける。

　これより、配偶者控除を廃止せず、配偶者控除の限度額を103万円のま

ま、つまり改正前の税制に戻すことが最も望ましいという結論に至った。

　今回の分析を通して、配偶者控除の見直しに関する現状や廃止の問題点

を、様々な観点から明らかにしてきた。その過程において、専業主婦世帯

の方が共働き世帯よりも消費性向が高いといった意外な事実や、配偶者控
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除の廃止前と廃止後、帰属所得を考慮するかしないかでは、世帯間の税負

担の格差が大きく変化することなど、今後配偶者控除の見直しに関する議

論を進めていく上で非常に重要な結果が得られた。今回の分析では、単純

化のために共働き世帯の帰属所得をゼロとして推計したり、数値例を用い

て計算する際に年収600万円世帯を基準に考え、かつ子ども無しの世帯を

仮定したりするなど、より正確な分析は行うことが出来ておらず、全ての

世帯にあてはめられない。しかし今回の研究によって得られた結果は、

2018年１月に配偶者控除の限度額が年収150万円に引き上げられる見直し

が行われた後も、それ以降の配偶者控除廃止や見直しに関する議論におい

て重要になってくるだろう。また今回の分析では、もう一つ別の案である

「移転的基礎控除」について、何も検討していない。今後は、今回の分析

の結果を踏まえながらこの先行われる配偶者控除の見直しの議論に注目

し、それと同時に「社会保険料の壁」の問題や「移転的基礎控除」に触

れ、加えて様々な世帯の税負担の検証を行うことで、より現実的な推計に

取り組んでいきたい。
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